
　　統合物理探査による河川堤防の健全性評価等検討

１．検討目的 

 東北地方太平洋沖地震により、茨城県及び千葉県を中心に関東地方整備局管内の堤防等河川管理施設

では、４水系１０河川に被害が及んだ。特に利根川下流部、霞ヶ浦、那珂川、久慈川、小貝川等の河川

では、沈下や、すべり、クラック等の甚大な被害が発生し、それらの総延長は７４０ｋｍにも及ぶ。こ

のため、平成２３年４月に設立された「関東地方河川堤防復旧技術等検討委員会」より、堤防等河川管

理施設の被害状況の検証等の技術的助言を頂きながら復旧工事が進められ、平成２４年６月までに概ね

工事が完了した。 

 しかし、大規模な被災を受け復旧工事を行った箇所以外の見た目上は健全に見える堤防でも内部の状

況が不明確であり、堤防内部のゆるみ等を把握する必要があると委員会から提案され、統合物理探査手

法による調査を行うことになった。 

 本検討では、地震により影響を受けた堤防の安全性・信頼性の確保を目的として実施された統合物理

探査の調査及び評価結果の審査を目的とした「統合物理探査検討会」を実施し、並びに上位委員会であ

る「関東地方河川堤防復旧技術等検討フォローアップ合同委員会」への調査・評価結果の報告を行い、

調査で得られた結果及び、各種課題を踏まえ、「統合物理探査の今後の河川堤防調査に資する知見～統

合物理探査を利用した浸透に対する堤防の安全度評価手法について～」をとりまとめ、抽出箇所の統合

物理探査による堤防の安全性評価及び、「統合物理探査のマニュアル（素案）」の作成、統合物理探査

データベースの基本検討についてとりまとめた。 

２．検討経緯 

・平成２３年度 統合物理探査検討会の開催（１回開催）、講習会及び実地研修の実施 

  ・平成２４年度 「統合物理探査検討会」の開催（２回開催）、「統合物理探査の今後の河川堤防調

査に資する知見～統合物理探査を利用した浸透に対する堤防の安全度評価手法につい

て～」のとりまとめ 

・平成２５年度 統合物理探査（現地測定、解析・評価）の実施、「統合物理探査による河川堤防評 

 価マニュアル（素案）」作成、講習会及び実地研修の実施 

・平成２６年度 統合物理探査（現地測定、解析・評価）の実施、「統合物理探査による河川堤防評 

 価マニュアル（素案）」の改訂、講習会及び実地研修の実施 

３．検討概要（平成２６年度） 

   （１）統合物理探査 

現地状況、工事履歴、被災履歴等の事前調査、統合物理探査（表面波探査、牽引式電気探査） 

の現地測定を渡良瀬川、烏川、富士川、小貝川において実施し堤防の健全度について評価した。 

    （２）河川堤防の健全性評価手法の検討 

統合物理探査を用いた河川堤防の健全性評価手法について、調査手法や解析方法、評価手順 
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   などの系統的な手順及び方法を検討し、「統合物理探査による河川堤防評価マニュアル（素  

   案）」を改訂した。 

    （３）統合物理探査データベースの基本検討 

     統合物理探査による調査結果及び、解析結果について今後の河川堤防の維持管理や災害時の 

   原因究明、対策工法の検討等の基礎資料とすることを目的としたデータベースの基本検討を行 

   った。 

 

４．検討結果 

４．１ 統合物理探査とは 

 統合物理探査とは、複数の物理探査を実施して異なる物性値断面を求め、既存資料も加味して総合的

に解析することにより、堤体と基礎地盤の内部構造と土質特性を推定し、合理的に河川堤防の安全性評

価を行う手法である。 

  統合物理探査の構成技術としては、ランドストリーマー表面波探査、牽引式電気探査、スリングラム

電磁探査の３手法が一般的であるが、本検討においては主にランドストリーマー表面波探査と牽引式電

気探査の２手法を対象としている。 

                                       図－１ 各探査手法の概要 

 

４．２ 統合物理探査の実施 

１）統合物理探査の対象範囲と区間延長 

  被災履歴、点検結果、治水上の重要性等を勘案し、本局河川管理課に協議の上、統合物理探査結果

と堤防開削調査の結果の比較を行うことを目的に下記に示す、渡良瀬川、烏川、富士川の３地点と堤防

の基盤漏水が発見された小貝川の１地点の合計４地点において、統合物理探査を実施した。 

 

                            表－１ 各河川探査対象範囲と探査延長 
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４．３ 統合物理探査の流れ 

 河川堤防の統合物理探査による堤防の安全性評価

は、その実施内容や方法が「河川堤防の統合物理探

査」（副題：「安全性評価への適用の手引き」）（以

下「手引き」という。）に示されおり、この手引き

を参考にした。（旧独立行政法人土木研究所と一般

社団法人物理探査学会により編著） 

この手引きによる探査の全体的な流れは、①事前

調査、②探査計画の立案、③探査の実施、④解析と

評価の手順である。これらの一連の流れに沿って、

得られたあらゆる情報を専門技術的かつ統合的に解

釈することによって、河川堤防の安全性の評価（解

析評価）を行うことが骨子である。ここで、堤防の

安全性の評価については、手引き中で図-2 のとおり

フローに基づき解説されており、本業務もこれに基

づいて実施している。具体的な安全性評価手法は、

①探査結果の整理、②物性相関の確認、③堤体及び基礎地盤のクロスプロット図の作成、④安全性評価

区分の設定、⑤安全性評価断面図の作成及び評価を実施するものである。平成 26 年度業務は、この流れ

に従い、手引き著者の土木研究所の地質・地盤研究グループに指導を頂きながら実施し、既存の土質柱

状図や土質縦断図等の既存資料から調査地点の堤防の状態を推測した。その後、臨場において、調査地

点の踏査（下見）を行い、現地状況での障害物の有無を確認して、障害物の設置状況を勘案し、各地点

の物理探査の側線位置を決定した。この側線に従い、表面波探査及び電気探査を行って、その結果をプ

ログラムで解析処理し、S 波速度と比抵抗構造図を求めた。この断面図からクロスプロット図面を作成

して、堤体及び基礎地盤の土質区分と強度を推定し、既存資料と比較して総合的に評価を行った。 

 

４．４ 統合物理探査の調査結果 

 表面探査と電気探査の解析結果である結果図として、各地点の測線にそった２次元 S 波速度構造と２

次元比抵抗構造、堤体部と基礎地盤の平均 S 波速度図を示す。 

 

 

図－2 解析評価の流れ 
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図 3-7-1 渡良瀬川左岸 1.5～

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 渡良瀬川 左岸 1.5～2.2k 付近 

天端測線の解析結果 

図 3-7-2 渡良瀬川左岸 1.5～
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図－4 渡良瀬川 左岸 1.5～2.2k 付近 

小段測線の解析結果 

図 3-7-3 烏川右岸 16.9~17.3k 付近の解析

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図－5 烏川 右岸 16.9～17.3k 付近天端測線の 

解析結果 

S 

平 

 

 

 

 

図－6 富士川 左岸 2.8～3.0k 付近天端測線の 

解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 小貝川 小貝川左岸 54.4～54.9k 付近の天

端測線の解析結果 

距離程 L=700m 

開削箇所 

位置 2.05km W=約 50mm 

S 波速度分布 

平均 S 波速度 

分布 

比抵抗分布 

平均比抵抗 

分布 

距離程 L=400m 

新樋管設置 

距離程 L=200m 

新樋門設置 

距離程 L=500m 

応急対策距離 L=90m 
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渡良瀬川は、堤防の高さが 10m を越える堤防であるため、天端の他、川裏小段に補助測線を設けて、

実施した。天端測線での平均 S 波速度は、Vs＝120～200m/s 程度を示し、小段測線の堤体部 Vs＝110～

300m/s 程度であった。比抵抗は、天端測線でρ＝25～200Ω・ｍ程度、小段測線でρ=10～400Ω・ｍ程

度の範囲だった。続いて、烏川における S 波速度は Vs＝130～390m/s の範囲で分布し、堤体部で遅く Vs

＝130～190m/s 程度を中心に、基礎地盤で速く Vs＝180～360m/s で分布した。比抵抗は、ρ=50～400Ω

・ｍ程度で分布し、深部で高い比抵抗値を示した。富士川の S 波速度は、Vs＝200～420m/s 程度で分布

し、堤体部で遅く Vs＝200～250m/s 程度を中心に、基礎地盤で速く Vs＝350～420m/s 程度を中心に分布

した。比抵抗は、ρ=700～1300Ω・ｍ程度で分布し、地表面付近では、場所によっては 1100Ω・ｍ以上

の高値を示すところもあった。小貝川の S 波速度は Vs＝150～420m/s の範囲で分布し、堤体部は Vs＝150

～300m/s 程度を示し、基礎地盤は、Vs＝200～420m/s 程度に分布した。比抵抗は、ρ=50～480Ω・ｍ程

度の範囲で分布し、場所によって 100Ω・ｍ以下の比抵抗値を示すところがあった。 

  

 

４．５ 統合物理探査の調査結果の

定性的解釈 

統合物理探査結果を定性的に把握表現

するために、手引きによれば、比抵抗と

S 波速度、この両者の同一地点の物性指

標を割り当てて座標で示すクロスプロッ

ト図面作成を行って検討するものとされ

ており、本業務もこの図を念頭に評価を

行った。図-8 はその概念図で、左図は、

浸透性・液状化を評価するもので、土質粒度

と剛性の関係から浸透に対する安全性を評価する模式図であり、左上方向は緩んだ砂質土や礫質度に比

定されることから高透水性で危険領域、右の下方向は締まった細粒土に比定されることから難透水性と

判断され安全領域と計るものである。さらに、右図は粒度,剛性と耐震性の関係を示したもので、右側上

部は、締まった砂質土や礫質土の分布する範囲で、高強度であると判断でき変形特性に対して安全領域

域と推測することができ、反対に左下方向は、粘性で緩く危険であると判断する領域である。このよう

に、S 波速度と比抵抗の断面構造をその両者の高低の組み合わせで評価して閾値を設け危険箇所を抽出

するものがクロスプロットによる定性評価手法である。 

紙面の都合もあり、結果のみとするが、堤体と基礎地盤により各河川調査地点の統合物理探査の結果

を整理解析して、調査の任意点の座標をクロスプロットした結果が下図である。 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-2-3 クロスプロット解析結果 

図－8 S 波速度と比抵抗のクロスプットの定性的解釈図 
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 堤  体 基礎地盤 

天

端

測

線 

157Ω・m

145m/s

やや硬い
粘性土

柔らかい
粘性土

緩い
砂質土

やや締まった
砂質土

 

157Ω・m

126m/s

やや硬い
粘性土

やや締まった
砂質土

柔らかい
粘性土

緩い
砂質土

 

小

段

測

線 
157Ω・m

145m/s

緩い
砂質土

やや締まった
砂質土

柔らかい
粘性土

やや硬い
粘性土

 

157Ω・m

126m/s

緩い
砂質土

やや締まった
砂質土

柔らかい
粘性土

やや硬い
粘性土

 
 

 

  

渡良瀬川の堤体の分布範囲は、天端測線の方が小段測線に比べ密集しており、ばらつきが小さい。S 波

速度分布は、堤体が天端測線で 110～200m/s、小段測線で 80～200m/s であり、密集域は小段側線のほう

が低速度側にある。基礎地盤では、天端測線で 140～220m/s と範囲が狭く、小段測線で 100～350m/s と

分布範囲が広い。比抵抗分布は、堤体が天端測線で 50～200Ω・m、小段測線で 20～350Ω・m と分布範

囲が広く基礎地盤は、天端測線で 25～100Ω・m、小段測線で 12Ω・m～300Ω・m 程度分布範囲が広い。 

 

 

 堤  体 基礎地盤 

天

端

測

線 

300Ω・m

160m/s

緩い
礫質土 締まった

礫質土

細粒分を
含む緩い
礫質土

細粒分を含
む締まった
礫質土

 

300Ω・m

220m/s

緩い
礫質土

締まった
礫質土

細粒分を
含む緩い
礫質土

細粒分を含
む締まった
礫質土

 

図－9 渡良瀬川 S 波速度と比抵抗のクロスプットの定性的解釈図 
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烏川の S 波速度分布は、堤体が 130～190m/s で、基礎地盤が 180～360m/s 程度と範囲が広く、比抵抗

分布は、堤体が 150～350Ω・m 程度、基礎地盤が 50～350Ω・m 程度と分布範囲が広い。堤体は団子状に

密集しており相関関係が認められない。 

 

 堤  体 基礎地盤 

天

端

測

線 

1200Ω・m

220m/s

緩い
礫質土

締まった
礫質土

細粒分を
含む緩い
礫質土

細粒分を含
む締まった
礫質土

 

1000Ω・m

400m/s

緩い
礫質土

締まった
礫質土

細粒分を
含む緩い
礫質土

細粒分を含
む締まった
礫質土

 

 

 

富士川の分布範囲は、堤体の方が基礎地盤に比べ密集しており、ばらつきが小さく、S 波速度分布は、

堤体が 200～300m/s で、基礎地盤が 280～420m/s 程度と範囲が広い。比抵抗分布は、堤体が 800～1300Ω

・m 程度、基礎地盤が 750～1100Ω・m 程度となった。 

 

 

 堤  体 基礎地盤 

天

端

測

線 

160m/s

やや締まった
砂質土

緩い
砂や礫

やや硬い
粘性土

柔らかい
粘性土

 

120Ω・m

300m/s

やや締まった
砂や礫

緩い
砂や礫

柔らかい
粘性土

や硬い
粘性土

 
 

 

小貝川の堤体は図の左下、基礎地盤は右上に分布し、全体的には正の相関傾向が認められ、分布範囲は、

堤体の方が基礎地盤に比べ密集しておりばらつきが小さい。S 波速度分布は、堤体が 150～400m/s、基礎

地盤が 200～420m/s 程度で、比抵抗分布は、堤体が 50～200Ω・m 程度、基礎地盤が 60～500Ω・m 程度

となった。 

図－10 烏川 S 波速度と比抵抗のクロスプットの定性的解釈図 

図－11 富士川 S 波速度と比抵抗のクロスプットの定性的解釈図 

図－12 小貝川 S 波速度と比抵抗のクロスプットの定性的解釈図 
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４．６ 統合物理探査結果から見た堤防の安全性評価結果 

各河川調査地点のクロスプロット図面を用いて、土質の区分を行いこの結果をもとに反映させて安全

評価断面図の構築を行った。 

 

１）渡良瀬川の評価 

安全性が低い可能性を示唆された箇所（赤）が天端に比べ小段で広く厚く堆積しており、開削結果か

らは天端測線で安全性が低いとされた箇所と、小段測線のそれとは同じ時期に築堤された層だと考えら

れる。また、小段の結果では距離程 550m より終点側が堤体、基礎地盤ともに柔らかい粘性土に区分され

る。迅速図によるとこの境界より下流側 300m 程度は川・沼、上流側は沼地とされており、堆積環境の違

いが反映されたものと考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）烏川の評価 

堤体、基礎地盤それぞれで概ね均質な地盤状況である事が伺え、距離程 255m 付近の既存ボーリングに

よると、堤体・基礎地盤ともに礫質土であるため、調査区間全体が礫質土であることを示唆していると

推測され、その中、距離程 50m 付近 堤体と基礎地盤の境界付近に安全性が低いと区分された箇所（赤）

が分布していると思われる。 

 

 

 

 

 

 

図-13 安全性評価断面図 渡良瀬川左岸 1.5～2.2k 付近 
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３）富士川の評価 

堤体、基礎地盤それぞれで概ね均質な地盤状況である事が伺え、その中で、基礎地盤の距離程 20～35m

区間と 180～195m 区間に安全性が低いと区分された箇所（赤）が分布する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）小貝川の評価 

堤体のほとんどは安全性が中～高（黄）と区分され均質だが、局所的に 410～470m 区間に安全性が低

いと区分された箇所（赤）が認められる。基礎地盤は、安全性が赤、黄、緑（一部青）と区分されてお

り、500m の短い区間でも堤防縦断方向に土質構成の顕著な違い存在することが分かった。台風 18 号に

図-14 安全性評価断面図 烏川右岸 16.9～17.3k 付近 

 

 

図-15 安全性評価断面図 富士川左岸 2.8～3.03k 付近 

 - 9 - 



よる被災区間（応急対策実施区間）に注目すると、基礎地盤が赤となる区間で、その上部に粘土層の存

在が推定され、これが被覆土層としての役割を果たした可能性も考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．７ 統合物理探査結果の開削調査結果による検証 

 統合物理探査結果と既存のボーリングデータを比較して、検証を行った。下図は、御所沼排水樋管開

削調査の堤防の断面で、位置は、渡良瀬川左岸 2.0K+50m 付近である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存のボーリング結果との比較については、天端測線で S 波速度は、おおむね N 値との調和が見られた。 

 

図-16 安全性評価断面図 小貝川左岸 54.4～54.9k 付近 

 

 

    

 

 

 

 

 

 
 

 

図 4-4-2 開削スケッチと統合物理探査結果の比較 

Ⅲ-①層が安全性が低いと評価された箇所に相当する 

図-17 開削スケッチと統合物理探査結果の比較 
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４．８ 関係事務所アンケート 

 統合物理探査を行った河川事務所への要望や意見のヒアリングを行った。その結果、S 波速度及び比

抵抗から得られた結果による堤防の土質の性状がわからないであるとか、安全性評価を行う S 波速度、

比抵抗の数値基準区分（土質区分と硬さの状態）がよく理解できないというものが主な意見であり、そ

もそも技術の基本的の説明が必要であると認識した。 

 

 

５．まとめ 

 統合物理探査の適用性に関する検討結果においては、フォローアップ委員会でもばらつきが大きいと

いう指摘があり、大量のデータを重ね合わせると相関性が確認できることが他の研究などから示されて

図-18 開削スケッチと統合物理探査結果の比較 

 

図-19 開削スケッチと統合物理探査結果の比較 
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いる。今回の土質試験を含むボーリングデータと統合物理探査データ（S 波速度と比抵抗）をピンポイ

ントで比較しても必ずしも相関性はみられず、クロスプロット解析の閾値を容易に決められないという

問題があった。  

６．今後の計画 

 上記に記述するように、河川堤防における統合物理探査は、土質柱状図との相関性やクロスプロット

解析に技術的な課題を有している。しかし、河川堤防のような長尺で広範囲な土構造物の性状調査を行

うには、従来の物理探査に比べて調査効率が良く、縦断方向の堤体内部あるいは堤体法尻付近の基礎地

盤の安全性を概略的に把握することに有効である。このことから、位置付けとしては統合物理探査によ

り縦断方向の安全性の低いと推定される箇所を絞り込み（スクリーニング）やそれに基づき詳細調査を

実施した上で最終的な判断を行うといった適用方法が考えられる。そこで、この技術の抱える課題をカ

バーし、有用な活用法を検討しながら、調査精度の向上や職員への研修等を行い、理解を深めて行く方

針である。 
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